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研究成果の概要（和文）：　ベトナムの中南部高原におけるボーキサイト開発の事例から、同国の鉱物資源開発政策お
よび同政策をめぐるガバナンスの状況について検証した。まず、管轄省庁および開発現場の住民、開発に批判的な知識
人に対する聞き取り調査を実施し、政府が掲げている方針と、開発現場の現状との間に大きな懸隔がある事実を確認し
た。
　さらに、ベトナムのハノイで同国商工省と共催の国際ワークショップを開催し、情報の共有と意見交換を図ると同時
に、ガバナンスに対する同国の関連省庁の認識を検証した。その結果、同国の資源開発におけるガバメントの不備と、
多様な利害関係者が参画するガバナンスが成立する土壌がないことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：   The purpose of the researchers is to point out problems of governance concernin
g national projects of bauxite mining and alumina production in Central Highland of Vietnam, and to make c
lear the importance of good governance in this country.  
   The researchers made interviws with government officials responsible with the boxit mining projects, an
d made a field survey in the bauxite-mining sites to learn about the reality of local farming villages. Th
e outcomes indicated the lack of transparency and accountability of the government and national enterprise
s about the decision making of large schale exploitation of resources.
   The researchers also hosted an internationial workshop in Hanoi to estimate government officials' recog
nition about the environmental governance.  The implementation clearly showed the failure of the "governme
nt" by the officials as well as the lack of "governance" by multi-stakeholders from the example of the bau
xite projects.    
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１．研究開始当初の背景 

(1) ベトナムは国家計画経済から市場経済

体制に移行した国であるが、共産党一党体制

が継続している。開発政策についても情報開

示に限界があり、特に鉱物資源開発は戦略的

に重要な地域で実施されることが多いため、

情報収集が困難である。 

 

(2) ベトナムの鉱物資源開発では、これまで

すべて党‐国家の政策決定が無批判に実施

されてきた。しかし、 2008 年以降の中南部

高原におけるボーキサイト開発では、初めて

市民から公的異議申し立てが行なわれ、党‐

国家が説明責任を問われることになった。開

発に批判的な有識者からは、現在の開発方法

で持続可能な発展を期待できるのかという

疑義が出されている。 

 
２．研究の目的 

(1) ベトナム中南部高原のボーキサイト開

発・アルミナ生産プロジェクトに関する政策

決定過程、市民社会からの異議申し立て、党

‐国家の対応を検証する。それによって、鉱

物資源開発についての政府の責任、ガバナン

スの問題点を明らかにする。 

 

(2) 市場経済移行国の、持続可能な発展のた

めに、必要なガバナンスとはどのようなもの

かを明らかにする。また、ガバナンスの発展

によって、今後ボトムアップの政治改革が進

む可能性を考察する。 

 
３．研究の方法 

(1) ベトナムの関連省庁や研究機関におい

て、ヒアリングと情報収集を行ない、①鉱物

資源開発政策の概要、②中南部高原のボーキ

サイト開発が自然生態系および社会に与え

る影響と対策、③ボーキサイト開発で持続的

な発展を可能にするための措置、④開発計画

推進にあたってのガバナンスの状況、⑤計画

への批判に対する反論、などの点を明らかに

する。 

 

(2) ボーキサイト開発現場において、地域住

民へのヒアリングを実施し、①行政機関や企

業からの情報開示の状況、②開発による生活

や自然環境への影響と行政・企業の対応、な

どを明らかにする。また、開発計画に批判的

な有識者や市民に面会し、①計画の法的問題、

②社会・文化的影響、③経済効果などについ

てヒアリングと情報収集を行なう。 

 

４．研究成果 

(1) 2012 年 2月に、中南部高原のダックノン

省とラムドン省のボーキサイト採掘・アルミ

ナ生産工場の建設現場を視察し、周辺住民お

よび建設労働者への聞き取り調査を行なっ

た。 

その結果、①工場建設と住民の移転計画、

②住民への補償のシステム、③地元の労働力

の活用および雇用体制、④原料搬入・生産物

搬出のための道路整備、⑤環境被害への対策

などについて、計画自体の不備や、計画策定

の透明性の欠如、説明責任の不足といった問

題が明らかになった。 

また、工場建設の過程で発生している環境

被害（騒音、振動、粉塵、土砂流出など）に

ついて、企業と行政機関の対応にも不足があ

ることが明確になった。 

さらに、現在発生している問題に対して、

住民間の連繋による組織的な抗議や、法的手

続きに沿った訴え、専門家の介入といった行

動は見られず、異議申し立ての手段が極めて

限定的であることも分かった。 

これらの結果から、住民が「自分たちの地

域の工場」という意識を持つことは困難と考

えられる。また、賃金の不払いや雇用の不安

定、資材の供給不足などから、企業に対して

労働者が忠誠心や帰属意識を持つことも難

しいと考えられる。 

このような現状から、例えば廃棄物の流出

など、環境に深刻な影響を与える事故が発生



したような場合に、行政機関、企業幹部、従

業員、地域住民などが協働して対応すること

は容易ではないと推測される。 

 

(2) 2012 年 2月に、ベトナム商工省重工業局、

同資源・環境省鉱物資源総局、同教育・訓練

省、ベトナム国営石油グループ、ハノイ鉱

山・地質大学において、鉱物資源開発政策の

方針と現状、および改善策などについてヒア

リングを行なった。 

その結果、政府機関が掲げている方針と、

開発現場の状況にかなりの隔たりがあるこ

とが明らかになった。多様な利害関係者が参

画するガバナンスの理念は、開発行政を担当

する官僚の間では共有されていなかった。 

上記各省の官僚は、開発にあたっては住民

の生活に配慮していると強調したが、現場で

はその証左は得られなかった。 

 

(3) 2012 年 2 月と 2013 年 2 月に、ハノイに

おいて開発に批判的な知識人へのヒアリン

グを実施し、それ以外の時期にも電子メール

を通じた情報交換を行なった。 

その結果、当初は事業を実施する中国企業

への警戒から計画に反対していた人々が、環

境問題、労働問題、法の遵守など、より普遍

的な視点を持つようになった傾向が看取さ

れた。 

他方、開発に批判的な都市部の知識人・専

門家と、開発地域の住民との間にはコミュニ

ケーション・ネットワークが形成されておら

ず、そのような行動は治安当局の警戒の対象

とされている状況が確認された。同時に、こ

れら知識人・専門家は常時公安当局の監視下

に置かれ、違法な家宅捜索や、サイバー攻撃

などの超法規的手段による圧力が日常的に

加えられている事実も判明した。 

 

(4) 2013 年に、ハノイにおいて、ベトナム商

工省との共催で、鉱物資源開発と環境行政に

関する研究会を開催し、情報の共有と意見交

換を図った。オーストラリアとモンゴルの専

門家を招聘し、それぞれ鉱業先進国と市場経

済移行国の経験から、資源開発ガバナンスに

ついて講演を行なった。 

 ベトナム商工省の他、ハノイ鉱山地質大学、

ベトナム社会科学院からの参加者もあった

が、商工省の意向により、資源・環境省の代

表者は招聘できなかった。また、民間機関「発

展諮問研究所」の所長をはじめ、ボーキサイ

ト開発に批判的な知識人の出席も、商工省側

の反対により実現しなかった。商工省の代表

は、ボーキサイト開発問題が議論されること

に対し、強い拒否反応を示した。 

 このような結果から、少なくとも中堅官僚

のレベルでは、多様な利害関係者の協働によ

るガバナンスを許容する意思がないことが

明らかになった。 

その後、ボーキサイト開発においては様々

な問題が露呈し、企業の内部からも、技術や

経済効率などに対する疑義が表明されてい

る。市民が参加するガバナンスのみならず、

政府と国有企業による開発戦略（ガバメン

ト）にも不備があったと結論せざるを得ない。 

 今後、アジアの市場経済移行国として、ベ

トナムの政治文化にふさわしいガバナン

ス・モデルを見出すために、本研究はまだ課

題を多く残している。 
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